
　都市科学・防災研究センターは、「先端的都市研究拠点」
という名称で、文部科学省「共同利用・共同研究拠点」のひ
とつに認定されています。
　「共同利用・共同研究拠点」は、全国の研究者が、個々の
研究機関の枠を越えて、大型の研究設備や大量の資料・
データ等を共同で利用したり、共同研究を実施したりする
ための仕組みです。

先端的都市研究拠点 ‒ 共同利用・共同研究拠点 ‒

　世界の人口は増加し続け、2050年までにはその約70%
が都市部で生活すると言われています。多くの人々が集ま
ることで活気がうまれ社会は発展しますが、想定外の災
害に見舞われると、一瞬にして多くの人命や財産を失う恐
れがあります。また、食料をはじめとする物資やエネル
ギーなどは都市部だけでまかなうことはできません。都市
の課題は人類全体の課題であり、都市の持続可能性を考
えることは世界の持続可能性を考えることに繋がります。
　加えて、日本では人口減少とともに少子高齢化が進み、
生産者人口問題や高齢者問題、貧困問題、在留外国人対
応など多くの課題に直面しています。
　都市科学・防災研究センターは、都市の持続可能性の
追求と課題の解決に科学的知見を活かし、第一線を担う
人材を育成し、学界と都市の活動を結びつけ、包括的で
安全な都市を実現し、社会に貢献します。

① 都市科学・防災研究の拠点としての役割を果たします
② 科学的知見の深化と理論の発展に努めます
③ 都市科学・防災研究を第一線で担う人材を育成します
④ 学知世界のみならず都市で活動する人 と々協働します
⑤ 包摂的かつ安全、レジリエントで持続可能な都市実現
に寄与します
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　現代の都市は多岐にわたるリスクや危機に直面していま
す。都市科学・防災研究センターは学内外の知識と資源を
結集し、産官学民が協力して都市のリスク管理とガバナンス
に関わるプラットフォームを形成し、教育、研究、社会貢献
の分野で包括的な取り組みを行っています。
　同時に、国内外の都市科学と防災研究の拠点として、包
摂的で安全かつレジリエントな都市の構築と持続可能な
生活環境の実現を目指しています。この目標に向かう過程
で、克服すべき諸課題の解決に資する科学的知見の深化や
理論の発展を推進します。その成果を地域社会および国際
的な舞台で広く共有し、発信していきます。
　また、将来に向けて、都市が直面するリスクや危機に適
切に対処できる能力を備えた専門家の育成にも注力してい
ます。同時に、行政機関や民間団体、住民と協力しながら都
市の持続可能な未来を実現するための実践的な取り組み
を推進し、貢献していきます。

都市科学・防災研究センターは、教育・研究・社会貢献という
3つの機能を総合的に担い、学内外の部局・機関と連携し、
都市シンクタンクの機能の一部を担う学際的研究組織です。

［ センター概要 ］

都市シンクタンクの機能の一部を担う
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包摂型アジア都市研究、都市防災研究、
コンフリクトマネジメント研究
少子高齢化、貧困と排除、国外からの越境的な人口
移動に伴う多文化共生の課題、地球環境の変化に伴
う複合災害リスクの拡大など、都市が直面している
諸問題の解決に向けた学際的研究などを推進。

1 都市研究

現地実践セミナー、防災座談会、防災士養成
専門領域の枠を超えた人材交流と共同研究・若手人
材の育成、地区防災計画や防災拠点整備に対応で
きる防災リーダーやプランナーなどの人材育成。外
国籍住民などとの多文化共生にかかわる研究。

2 研究者・人材育成

まちなかプラザ、 社会包摂、
コミュニティ防災人材ネットワーク
都市における「人」や、「コミュニティ」における関係
性の欠如によって生じる諸課題の解決に向けた、対
話の場の構築。防災やコミュニティに関連する行政、
企業、学校、NPO等のネットワーク化。

3 コミュニティ育成

都市文化、 国際都市ネットワーク、地域防災力の向上
アジア諸国の都市科学および防災にかかわる共同
研究・人材育成を推進し、人材交流と情報共有を目
的としたレジリエント都市の拠点形成。
国内では都市自治体との連携を強化し、相互交流、
政策形成支援に取り組むとともに、NPOなどの民間
団体との連携に基づいた現場支援型研究を推進。

4 社会連携

都市文庫、 写真アーカイブ、防災ミュージアム都市文庫、 写真アーカイブ、防災ミュージアム
都市研究に関する学術出版物の刊行。都市問題に特化
した図書資料、古写真、災害知を継承するためのデー
タベースや防災教育教材を収集し、教育運用。

5 研究基盤整備

社会と連携し、都市に潜む新たな課題を見つけだす
新たな研究知の創出

課題解決に向けた専門領域の枠を超えた共同研究
総合知の醸成

コミュニティや人材を育成するためのネットワークを構築
研究知の社会実装

コミュニティ防災を基盤に災害時のレジリエンスを向上
都市レジリエンスの向上
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